
年度　事業シート

第5次廿日市市総合計画　（後期基本計画）

3
1
1

年度

１　事業の目的、意図

２　事業の実施主体・関係団体・役割

３　平成 年度 決算 （事業の内容・コスト情報・目標到達見込）

　・ホームページの更新

・

（委託業者が提供する公開用、テスト用サーバのホスティングサービスの利用を含む。）

・

・ホームページの改良
分かりやすく、見やすいホームページにするため、8月にトップページのリニューアルを行った。
2月からは順次、第2階層のページのリニューアルを行っている。

・事業費関連
【歳入】
　広告料（市公式ホームページバナー広告） 円

【歳出】
ホームページ管理運営業務等委託料 円
消耗品費 円

年度決算 年度決算①24平成

財
源
内
訳

25平成

市民主体の協働により、みんなで幸せを実感できるまちに　～地域経営の推進～

件

目
　
標

到
達
度

成
果

市ホームページの全アクセス数 5,258,000 5,300,000 5,697,0006,594,620

1,070

活  動  及  び  成  果  指  標 単位

活
動

1,500953件ホームページ・お知らせ掲載依頼件数 1,300

人

9,044,885

7,467,680

9,276,720

117,680

840,000

118,000

  直  接  事  業  費  A

7,719,360

市民1人当たり 79
①

人口（4月1日現在）

  総  事  業  費 (A+B)

単
位
コ
ス

ト
換
算 ②

    市  （ 市税 な ど ）

    国   庫   支   出   金
    県　 支　 出　 金
    借   入   金   ( 市 債 )

目
的

【対象】誰の（何の）ために 【目指す姿・意図】（いつまでに、どういう状態に）

市民等

・ホームページ更新・管理運用
・委託事業者とのホームページ関係業務委託契約締結

　インターネットを活用して、市公式ホームページ上での行政サービスの提供促進及
び必要とする行政情報の迅速な公開により、行政サービスの向上を図る。

項　　目

市 委託事業者

実施主体 関係団体（パートナー）

25

コ
ス
ト
情
報

（
円

）

    そ   の   他（使用料など）

02

事業名
広報広聴事業

事業開始年度 平成

市公式ホームページ管理運営

01

担当課名 分権政策部　広報統計課

予
算
科
目

会計

02
総務管理費
文書広報費

01 一般会計

H２７
目標値

経 営 理 念 魅力ある資源を上手につなぎ、市民満足度を高めるはつかいち 款 総務費

重 点 的 取 組
経 営 目 標

市民と市役所との信頼関係を築く 目
項

25 ①のうちH24から繰越

備考

H25からH26へ繰越

737,205

人

9

根拠法令
条例

個別計画 等
－

事業実施に係る市役所（職員）の役割

市公式ホームページの運営に必要な維持管理や、良好な状態で公開を行うためのシステムの運用を行った。

平成

ホームページのリニューアルを検討するにあたり、ニーズを把握するための市民アンケートを、
各市民図書館前で行った。

  人  件  費  (按 分） B
0.88 人

1,557,360

1,557,360
0.88

実
施
し
た
事
業
の
内
容

（
活
動
実
績

）

1,577,205

1,557,360

各所属で市公式ホームページに掲載する原稿を作成し、依頼書及び原稿等に基づいて更新を行う。

ホームページの運用管理

ホームページのニーズ把握

H２４
実績値

H２５
実績値

77

人

840,000

19,845

Ｈ２５
目標値



年度　事業シート

第5次廿日市市総合計画　（後期基本計画）

3
1
1

年度

１　事業の目的、意図

２　事業の実施主体・関係団体・役割

３　平成 年度 決算 （事業の内容・コスト情報・目標到達見込）

【ＦＭはつかいち市政ラジオ放送】
　１回１５分番組で、毎週月曜日から金曜日まで１日３回、土曜日１日１回の放送。
　広報紙に掲載した記事の情報をタイムリーに放送している。
　平成25年2月から現在の放送時間に変更。

○HATSUKAICHI　CITY　INFORMATION[行政ニュース]（月曜日～金曜日）
　放送時間①7:30～7:45　②13:00～13:15　③18:00～18:15
　放送日数　261日（783回）
　放送内容　434項目
○HATSUKAICHI　CITY　イベント情報[イベント情報]（土曜日）
　放送時間　9:30～9:45
　放送日数　52日（52回）
　放送内容　235項目

【歳出】
　コミュニティＦＭ広報業務委託料　4,493,475円

年度決算 年度決算①

H２４
実績値

H２５
実績値

40

実
施
し
た
事
業
の
内
容

（
活
動
実
績

）

4,477,200 4,493,475
①のうちH24から繰越

H２７
目標値

01 一般会計
02

備考

－

ＦＭはつかいち ラジオ放送委託事務（契約、放送料支払等）

項　　目

分権政策部 広報統計課

02
総務管理費
文書管理費

総務費

H25からH26へ繰越

事業開始年度 平成 20

市の広報紙を補完し、行政情報、イベント情報、防災・防犯情報等をより多くの市民
にタイムリーに伝える。また、「災害時等における緊急放送による市民への情報提供
に関する協定書」を締結しており、災害が発生した場合には、市民に情報提供する。

項

根拠法令
条例

個別計画 等

経 営 理 念 魅力ある資源を上手につなぎ、市民満足度を高めるはつかいち 款

重 点 的 取 組
経 営 目 標

市民と市役所との信頼関係を築く 目

01

広報広聴事業

コ
ス
ト
情
報

（
円

）

担当課名

予
算
科
目

会計

ＦＭはつかいち市政ラジオ広報

受信可能な地域に居住・滞
在している市民

市

事業名

25

目
的

【対象】誰の（何の）ために 【目指す姿・意図】（いつまでに、どういう状態に）

平成 2524
  直  接  事  業  費  A

実施主体 関係団体（パートナー） 事業実施に係る市役所（職員）の役割

4,477,200
    そ   の   他（使用料など）
    市  （ 市税 な ど ）

    国   庫   支   出   金
    県　 支　 出　 金

  人  件  費  (按 分） B
175,440

  総  事  業  費 (A+B)

単
位
コ
ス

ト
換
算

    借   入   金   ( 市 債 )

0.02 人 人
169,720

4,493,475
0.02

4,652,640

117,680

4,663,195

人
市民1人当たり 39

①
人口（4月1日現在） 118,000 人

活
動

回

②

活  動  及  び  成  果  指  標 単位

放送回数 832

Ｈ２５
目標値

成
果

900 900

目
　
標

到
達
度

放送記事数 464 669

835835

25平成

市民主体の協働により、みんなで幸せを実感できるまちに　～地域経営の推進～

件

財
源
内
訳

平成

835



年度　事業シート

第5次廿日市市総合計画　（後期基本計画）

3
1
1

年度

１　事業の目的、意図

２　事業の実施主体・関係団体・役割

３　平成 年度 決算 （事業の内容・コスト情報・目標到達見込）

・事業概要
月１回（１日）、広報紙を発行・配布。
平成２５年度　年間発行部数　591,117部

・配付方法
①廿日市地域：ポスティングによる戸別配布　②佐伯地域：新聞折込　③吉和地域：自治会配布
④大野地域：シルバー人材センターが配布　⑤宮島地域：自治会配布
※郵送もあり（①の原の一部の地域、②③の郵送希望世帯、④の１１区）

・事業費関連
【歳出】 【歳入】

広報紙印刷製本業務委託 円 自衛官募集事務市町村委託金 円
広報新聞折込料 円 ひろしま県議会だより配布委託金 円
広報郵送差出業務委託料 円
広報配布委託料 円
日本広報協会負担金 円
備品購入費 円
事務費 円

旅費 円
需用費（消耗品） 円
需用費（印刷製本） 円
役務費（他手数料） 円

年度決算 年度決算①

コ
ス
ト
情
報

（
円

）

項　　目

    借   入   金   ( 市 債 )
    そ   の   他（使用料など）

23,620,710

7,240

事業名
広報広聴事業

広報紙の発行

款 総務費

33

根拠法令
条例

個別計画 等
廿日市市広報発行規則

事業開始年度

経 営 理 念

担当課名 分権政策部 広報統計課

予
算
科
目

会計

02
総務管理費
文書管理費目

項

02魅力ある資源を上手につなぎ、市民満足度を高めるはつかいち

市民と市役所との信頼関係を築く重 点 的 取 組

30,544,313

目
的

【対象】誰の（何の）ために

経 営 目 標

    市  （ 市税 な ど ）

  人  件  費  (按 分） B

01 一般会計

市の施策や行事、その他行政情報を市民に分かりやすく伝え、協働のまちづくりの推
進を図る。

01

昭和

【目指す姿・意図】（いつまでに、どういう状態に）

  直  接  事  業  費  A

市民

実施主体 関係団体（パートナー） 事業実施に係る市役所（職員）の役割

実
施
し
た
事
業
の
内
容

（
活
動
実
績

）

559,553

25

5,098,854
42,000

30,575,553

98,919

23,650,850
平成

財
源
内
訳

24,000
7,240

②

  総  事  業  費 (A+B)

単
位
コ
ス

ト
換
算

    国   庫   支   出   金

①
人口（4月1日現在）

    県　 支　 出　 金

市民1人当たり

25

22,900

①のうちH24から繰越 H25からH26へ繰越

2.31 人 2.31 人
19,602,660

人
431

118,000

43,253,510

368

50,838,873

20,263,320

117,680人

H２７
目標値

51,000

備考活  動  及  び  成  果  指  標 単位
Ｈ２５

目標値
H２５

実績値

成
果

活
動

49,500部１号当たりの発行部数 49,260

50,00043,110 48,39448,500

目
　
標

到
達
度

１号当たりの配布部数 部

25

7,000
78,960

平成

市 委託業者
・広報紙の記事取材、編集
・広報紙封入等による郵送準備
・広報紙のホームページ掲載

55,400

平成

市民主体の協働により、みんなで幸せを実感できるまちに　～地域経営の推進～

24

H２４
実績値

43,893

22,900
7,240

16,120,887
1,104,252

220,434
504,105



年度　事業シート

第5次廿日市市総合計画　（後期基本計画）

3
1
1

年度

１　事業の目的、意図

２　事業の実施主体・関係団体・役割

３　平成 年度 決算 （事業の内容・コスト情報・目標到達見込）
【相談事業】

【中学生と市長のふれあいトーク】
市内11校の中学生からまちづくりへの提言に対して、市長が回答し意見交換を行った。

【市政意見箱など】

【歳出】
[相談事業]
・ 円 ・ 円
[中学生と市長のふれあいトーク]
・ 円

年度決算 年度決算①

⑤
⑥

①
区分

②

③

④

市役所、各支所および各市民センターに設置した市政意見箱に寄せられた市民からの意見・質問・要望な
どを担当課に照会し回答する。回答は、１か月ごと取りまとめてホームページなどで公開した。

2,498,610
    そ   の   他（使用料など）
    市  （ 市税 な ど ）

①のうちH24から繰越

実
施
し
た
事
業
の
内
容

（
活
動
実
績

）

2,498,610 2,485,230

H２４
実績値

118

1.35 人

－

Ｈ２５
目標値

H２５
実績値

H２７
目標値

11,456,100

01

01 一般会計
02

4

H25からH26へ繰越

廿日市市市民相談員設置要綱

経 営 理 念 魅力ある資源を上手につなぎ、市民満足度を高めるはつかいち 款 総務費

重 点 的 取 組
経 営 目 標

市民と市役所との信頼関係を築く 目
項

コ
ス
ト
情
報

（
円

）

担当課名 分権政策部 広報統計課

予
算
科
目

会計

02
総務管理費
文書広報費

・気軽に相談できる窓口を設置することにより、市民生活の安心・安定を図る。
・市民意見を市政へ反映し、市民協働によるまちづくりを推進する。

根拠法令
条例

個別計画 等

事業名
広報広聴事業

事業開始年度 平成

広聴・相談事業

項　　目

市

広島弁護士会、中国四国管区行政評価
局、広島県社会保険労務士会広島支
部、広島県土地家屋調査士会廿日市支
部、広島県行政書士会

・関係団体との調整事務（契約、報酬支払など）
・中国四国管区行政評価局主催の相談業務の周知補助（チラシ設置）

無料登記相談

目
的

【対象】誰の（何の）ために 【目指す姿・意図】（いつまでに、どういう状態に）

市民

  直  接  事  業  費  A

実施主体 関係団体（パートナー） 事業実施に係る市役所（職員）の役割

25

  人  件  費  (按 分） B
11,842,200

    国   庫   支   出   金

  総  事  業  費 (A+B)

単
位
コ
ス

ト
換
算

    県　 支　 出　 金
    借   入   金   ( 市 債 )

平成 25

人

1.35 人
2,485,230

117,680

13,941,330

市民1人当たり
①

人口（4月1日現在） 118,000

14,340,810

人

②

138

備考

122

119
350483相談件数(市民相談室等)

解決件数(市民相談室等)
240

目
　
標

到
達
度

意見・要望件数(市政意見箱等)
－ －

350

活  動  及  び  成  果  指  標 単位

活
動

450

成
果 － －－反映件数（市政意見箱等）

240
－

件
件

件 －

25平成

市民主体の協働により、みんなで幸せを実感できるまちに　～地域経営の推進～

件

財
源
内
訳

24平成

偶数月第3木曜日　13：00～16：00 土地家屋調査士 9

無料法律相談

実施日時 対応者 件数
市民相談 毎週月・火・金曜日　9：30～14：30 市民相談員（市が委嘱） 256

毎月第2・4水、第3火曜日　13：00～16：00
弁護士 2145・8・11月第3木曜日（佐伯支所）　13：00～16：00

6・9・12月第2火曜日（大野支所）　13：00～16：00

行政相談
奇数月第4木曜日　13：30～16：00 行政相談委員

（総務大臣が委嘱）
0

奇数月第3水曜日　13：30～16：00(大野支所)
行政書士による無料相談奇数月第3水曜日　13：00～16：00 行政書士 67
年金労働相談 奇数月第2火曜日　13：00～16：00 社会保険労務士 4

市民相談員報酬 1,049,380 弁護士謝礼 1,406,000

事務費 29,850



年度　事業シート

第5次廿日市市総合計画　（後期基本計画）

3
1
1

年度

１　事業の目的、意図

２　事業の実施主体・関係団体・役割

３　平成 年度 決算 （事業の内容・コスト情報・目標到達見込）

市役所の窓口サービスの維持向上を図るため、総合案内に「お客様案内スタッフ」を配置し、来庁者への
迅速かつ的確な案内を実施した。

また、証明書自動交付機の利用促進及び窓口混雑緩和のために、「はつかいち市民カード」の普及案内を
行った。

○窓口対応件数 （件）

【歳入】
その他（証明手数料等） 円

【歳出】
お客様案内スタッフ（賃金・交通費・共済費）　　 円

年度決算 年度決算①

1,619,186

52,146
4,346
54,534
4,545

総合案内件数
15,820
1,318
18,266
1,522

16,937
1,411
36,795
3,066

年度

Ｈ24年度

Ｈ25年度

案内別
年　間
月平均
年　間
月平均

平成 25

担当課名

お客様案内スタッフの配置

市 －

経 営 理 念
経 営 目 標

来庁者の目的にあった、迅速かつ的確な窓口案内をする。

自治振興部　市民課

予
算
科
目

会計 01 一般会計

根拠法令
条例

個別計画 等
－

款

平成

02 総務費
市民主体の協働により、みんなで幸せを実感できるまちに　～地域経営の推進～ 項 03 戸籍住民基本台帳費

魅力ある資源を上手につなぎ、市民満足度を高めるはつかいち

84,903
7,075

重 点 的 取 組 市民と市役所との信頼関係を築く 目 01 戸籍住民基本台帳費

事業名
戸籍住民基本台帳一般事業

事業開始年度 22

目
的

【対象】誰の（何の）ために 【目指す姿・意図】（いつまでに、どういう状態に）

市役所の来庁者

実
施
し
た
事
業
の
内
容

（
活
動
実
績

）

実施主体 関係団体（パートナー） 事業実施に係る市役所（職員）の役割
　来庁者に対し、何の目的で来られたのかをまず確認し、担当窓口を
調べて的確に案内をする。

25

窓口応対件数(合計)記載案内件数 窓口交付件数

コ
ス
ト
情
報

（
円

）

項　　目 平成 24

    県　 支　 出　 金

  人  件  費  (按 分） B

1,619,186
平成 25 H25からH26へ繰越

  直  接  事  業  費  A 1,602,237

    そ   の   他（使用料など） 1,602,237

財
源
内
訳

    国   庫   支   出   金

    借   入   金   ( 市 債 )
1,619,186

    市  （ 市税 な ど ）

175,440
0.02 人

84,860
0.01 人

  総  事  業  費 (A+B) 1,777,677 1,704,046

人人口（4月1日現在） 118,000 人 117,680
市民1人当たり 15

②

14

備考
H２４

実績値
目
　
標

到
達
度

活  動  及  び  成  果  指  標 単位

単
位
コ
ス

ト
換
算

①

成
果

市民が案内された件数 件

Ｈ２５
目標値

H２５
実績値

H２７
目標値

窓口での案内件数 12,000 12,000

12,000

15,820 18,266
暗証番号登録市民カード交付数 枚 36,000

活
動

件

15,820 18,266
39,37033,043 34,811

％ 20.0 23.5
12,000

19.5 19.3自動交付機等利用率

①のうちH24から繰越

1,619,186

109,595
9,133



年度　事業シート

第5次廿日市市総合計画　（後期基本計画）

3
1
1

年度

１　事業の目的、意図

２　事業の実施主体・関係団体・役割

・委託事業の進捗管理など監理監督
・市民への周知等

３　平成 年度 決算 （事業の内容・コスト情報・目標到達見込）
【事業の内容】

 　(1)住居表示台帳の作成
 　(2)新旧・旧新対照表の作成
 　(3)地番調書の作成
 　(4)住居表示決定通知書及び住居表示実施案内パンフレットの作成及び各世帯等への配付
 　(5)各街区への街区表示板及び各建物への町名表示板・住居番号表示板の取り付け
   (6)住居表示実施区域図及び街区割図の作成
　 (7)県報告示用新旧対照図の作成
　○住居表示台帳データ更新業務（委託事業）
　　住居表示台帳管理システムの更新と新旧対照表の情報を追加した。

　○住居表示実施による住所変更対象世帯数及び対象事業所件数　　
　　・世帯数　　　177世帯　
　　・事業所数　  8事業所

　○面積
　　約129,000㎡

【歳出】
　・住居表示整備事業業務委託料　　　　2,520,000円
　・住居表示台帳データ更新業務委託料　1,312,500円

年度決算 年度決算①

28

H２７
目標値

  直  接  事  業  費  A

    市  （ 市税 な ど ）

財
源
内
訳

25

事業実施に係る市役所（職員）の役割

住所をわかりやすくする為、住居表示を実施する。

項　　目

　廿日市駅北土地区画整理事業施行区域を中心とした城内二丁目・三丁目の住居表示を平成25年10月28日に実施
した。

市民と市役所との信頼関係を築く 目

実
施
し
た
事
業
の
内
容

（
活
動
実
績

）

戸籍住民基本台帳費
戸籍住民基本台帳費重 点 的 取 組

事業名
住居表示一般事業

目
的

経 営 理 念 魅力ある資源を上手につなぎ、市民満足度を高めるはつかいち 款 総務費
経 営 目 標 項 03

担当課名 自治振興部　市民課

予
算
科
目

会計

01

01 一般会計
02

事業開始年度 平成

住居表示整備事業業務（廿日市駅北土地区画整理事業施行
区域）

根拠法令
条例

個別計画 等

住居表示に関する法律
住居表示に関する条令施行規則
住居表示に関する条例

　○住居表示整備事業（委託事業）

【対象】誰の（何の）ために 【目指す姿・意図】（いつまでに、どういう状態に）

市民等（主に住居表示実施
地域の関係者）

実施主体

25

関係団体（パートナー）

市 市民・委託先事業者

3,832,500
平成 25 ①のうちH24から繰越 H25からH26へ繰越

    国   庫   支   出   金
コ
ス
ト
情
報

（
円

）

24

  人  件  費  (按 分） B

②

  総  事  業  費 (A+B)

単
位
コ
ス

ト
換
算

    そ   の   他（使用料など）
    借   入   金   ( 市 債 )
    県　 支　 出　 金

市民1人当たり
①

0.30 人人
3,832,500

6,378,300

人118,000

2,545,800

54
人117,680

単位

新設及び変更した街区数

備考

200 185

32街区

H２５
実績値

住所（現在位置）の探しやすさ

H２４
実績値

目
　
標

到
達
度

世帯成
果

活  動  及  び  成  果  指  標

25平成

市民主体の協働により、みんなで幸せを実感できるまちに　～地域経営の推進～

人口（4月1日現在）

活
動

平成

Ｈ２５
目標値



年度　事業シート

第5次廿日市市総合計画　（後期基本計画）

3
1
2

年度

１　事業の目的、意図

２　事業の実施主体・関係団体・役割

３　平成 年度 決算 （事業の内容・コスト情報・目標到達見込）

　

年度決算 年度決算①

市民1人当たり 78

ふるさと創生基金繰入金                                                       10,000円

24平成

H２５
実績値

118,000

8,772,000
2.50 人

10,000

活  動  及  び  成  果  指  標
H２４

実績値
H２７

目標値
Ｈ２５

目標値

25平成

市民主体の協働により、みんなで幸せを実感できるまちに　～地域経営の推進～

実施主体 関係団体（パートナー）

25

3.00

目
　
標

到
達
度

単位

成
果

活
動

20回

「市民と行政の協働のまちづくり」の満足度

758

ポイント 基本構想と整合

300300

協働によるまちづくり、基本条例の説明の機会（説明会、出前トークなど）

上記（説明会、出前トークなど）への参加人数 人 430
201028

243
人

7,407,040

117,680

21,215,000

28,632,040

平成 ①のうちH24から繰越

財
源
内
訳

②

  総  事  業  費 (A+B)

単
位
コ
ス

ト
換
算

①
人口（4月1日現在）

    そ   の   他（使用料など）
    借   入   金   ( 市 債 )

    市  （ 市税 な ど ） 456,386

  人  件  費  (按 分） B
人

人

9,228,386

1.00

市 市民 協働によるまちづくりの理念共有と実践

コ
ス
ト
情
報

（
円

）

項　　目

25

7,417,040

ながるネットワークづくりに関する業務等を委託した。

目
的

【対象】誰の（何の）ために 【目指す姿・意図】（いつまでに、どういう状態に）

・市民（通勤・通学者や事
業者、活動団体、廿日市市
内でまちづくりにかかわる
市外の人・団体を含む）
・行政

  直  接  事  業  費  A

実
施
し
た
事
業
の
内
容

（
活
動
実
績

）

　協働によるまちづくりを進めるためのルールブックとして、平成24年度から施行し
た「協働によるまちづくり基本条例」を、市民と行政が共有することにより、それぞ
れが自らの役割を認識し、資源をつなぎ生かしながら、地域課題の解決やまちづくり
に取り組むことができるようになる。

456,386
H25からH26へ繰越

事業実施に係る市役所（職員）の役割

一般会計
02

事業名
協働推進事業

事業開始年度 平成

市役所内部、市民と市役所における協働によるまちづくり
の理念共有と実践

根拠法令
条例

個別計画 等

協働によるまちづくり基本条
例、協働によるまちづくり推
進計画

24

協働でまちづくりを進める 目

担当課名 自治振興部　協働推進課

予
算
科
目

会計

06
総務管理費
企画費

01
経 営 理 念 魅力ある資源を上手につなぎ、市民満足度を高めるはつかいち 款 総務費

重 点 的 取 組
経 営 目 標 項 01

備考

    国   庫   支   出   金
    県　 支　 出　 金

【歳出】

市民活動スキルアップセミナー「伝えるコツセミナー」実施                      100,000円
地域協働推進業務（委託料）　　　　　　　　　　　　　                      2,541,000円

まちづくりを進めるために、協働によるまちづくりを推進した。

・協働によるまちづくりを実効性のあるものとし、まちづくりの実情に的確に対応させるため、協働によるまち
づくり審議会において、廿日市市協働によるまちづくり推進計画に掲載している事業の進捗について審議した。
・地域や市役所内における協働を推進するため、職員研修やワークショップ等の企画運営支援、多様な主体がつ

【歳入】

　第5次総合計画に掲げる経営理念「魅力ある資源を上手につなぎ、市民満足度を高めるはつかいち」を大切に

その他事務費（消耗品費、郵便料等） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  86,590円

審議会運営（委員報酬等）　　　　　　　                     　　　　　　　　 172,340円
地域協働推進員（報酬等）　　　　　                         　　　　　　　 2,508,220円
地域貢献活動保険料　　　　　                          　　　　　　　　　  1,148,320円

市民活動スキルアップセミナー「事務局運営のコツセミナー」実施　              156,490円
まちづくり交流会実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　426,220円
職員研修実施　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 277,860円



年度　事業シート

第5次廿日市市総合計画　（後期基本計画）

3
1
2

年度

１　事業の目的、意図

２　事業の実施主体・関係団体・役割

３　平成 年度 決算 （事業の内容・コスト情報・目標到達見込）
【事業概要】

友和公民館駐車場用地の購入
（H24年度繰越事業）

中央市民センター建替えに係る基本設計及び実施設計など

【歳入】
・社会資本整備総合交付金　3,598,000円
・起債　7,300,000円

【歳出】
・用地購入費　48,044,260円
（H24年度繰越分）

・中央公民館アスベスト調査など　525,000円
・中央公民館改築設計業務委託（地質調査業務等を含む）　11,470,350円

年度決算 年度決算①平成
11,995,35060,039,610

〃

8,486,000

中央市民ｾﾝﾀｰ

〃

備考

    県　 支　 出　 金
    借   入   金   ( 市 債 )

3,598,000

関係団体（パートナー）

根拠法令
条例

個別計画 等
－

経 営 目 標

H25からH26へ繰越

協働でまちづくりを進める

24

事業名

経 営 理 念 魅力ある資源を上手につなぎ、市民満足度を高めるはつかいち 款

重 点 的 取 組

活動しやすい場の整備（中央市民センターの建替え外）

公民館費
項

担当課名 自治振興部　地域政策課

予
算
科
目

会計

03
社会教育費

01
教育費09

05

25

25,097,100

25,097,100

一般会計

目

生涯学習施設整備事業
事業開始年度 平成

実施主体 事業実施に係る市役所（職員）の役割

市

　平成２７年度を目標に、生涯学習と地域づくりの拠点施設として、地区内の住民、
団体が安心安全に利用ができ、主体的なまちづくりが実践できる環境を整えるため施
設整備を行う。

コ
ス
ト
情
報

（
円

）

項　　目

市民センター利用者
地区内の住民自治組織

地区住民の意向を踏まえた施設機能の検討

    国   庫   支   出   金

    市  （ 市税 な ど ）

目
的

【対象】誰の（何の）ために 【目指す姿・意図】（いつまでに、どういう状態に）

市民センター利用者
地区内の住民自治組織

  直  接  事  業  費  A

財
源
内
訳     そ   の   他（使用料など）

7,300,000

②

  総  事  業  費 (A+B)

単
位
コ
ス

ト
換
算

市民1人当たり
①

人口（4月1日現在）

7,300,000

3,598,000

118,000 人

33,869,100

人
49,141,610

582

人

117,680

8,772,000
1.00

人

建設工事の進捗
実施設計の進捗 %

活  動  及  び  成  果  指  標

成
果

活
動

施設導入機能決定の進捗

単位

100
100

%

  人  件  費  (按 分） B
1.00

1,097,350

% 100

68,525,610

25平成

市民主体の協働により、みんなで幸せを実感できるまちに　～地域経営の推進～

100
100

25

H２７
目標値

実
施
し
た
事
業
の
内
容

（
活
動
実
績

）

①のうちH24から繰越

H２４
実績値

Ｈ２５
目標値

H２５
実績値

目
　
標

到
達
度

287

24平成



年度　事業シート

第5次廿日市市総合計画　（後期基本計画）

3
1
2

年度

１　事業の目的、意図

２　事業の実施主体・関係団体・役割

３　平成 年度 決算 （事業の内容・コスト情報・目標到達見込）
【事業内容】

・事業費関連
【歳出】

年度決算 年度決算①

　団体補助金（14件） 371,548 円

道路に対するアダプト認定団体の活動を支援する補助事業を実施した。

アダプト関連

H２４
実績値

Ｈ２５
目標値

H２５
実績値

H２７
目標値

10

実
施
し
た
事
業
の
内
容

（
活
動
実
績

）

471,515 371,548

25

①のうちH24から繰越

備考

H25からH26へ繰越

事業名

項 02

01 一般会計
07

23

根拠法令
条例

個別計画 等

廿日市市公共施設アダプト制
度実施要綱及び補助金交付要
綱

経 営 理 念 魅力ある資源を上手につなぎ、市民満足度を高めるはつかいち 款 土木費

重 点 的 取 組
経 営 目 標

協働でまちづくりを進める 目

担当課名 建設部　維持管理課

予
算
科
目

会計

01
道路橋りょう費
道路橋りょう維持費

道路維持管理事業
事業開始年度 平成

道路維持管理事業(アダプト事業）

項　　目

市
町内会

アダプト認定団体
・アダプト認定事務及び補助金関連事務

コ
ス
ト
情
報

（
円

）

    国   庫   支   出   金

25

目
的

【対象】誰の（何の）ために 【目指す姿・意図】（いつまでに、どういう状態に）

 市民、道路利用者等

平成 25

 地域住民による積極的な道路施設維持活動に対して支援を行う。

  直  接  事  業  費  A

実施主体 関係団体（パートナー） 事業実施に係る市役所（職員）の役割

471,515
    そ   の   他（使用料など）
    市  （ 市税 な ど ）

人口（4月1日現在）

  人  件  費  (按 分） B
877,200

市民1人当たり 11
①

118,000

  総  事  業  費 (A+B)

単
位
コ
ス

ト
換
算

    県　 支　 出　 金
    借   入   金   ( 市 債 )

0.10 人

人

371,548
0.10 人

117,680人

1,220,148

848,600

1,348,715

②

51アダプト推進（勧誘説明）

29 30

5

活  動  及  び  成  果  指  標 単位

活
動

成
果 （ ）は交付24(14) 25(14)29清掃活動

目
　
標

到
達
度

アダプト契約締結

件

件

3

24
30

25平成

市民主体の協働により、みんなで幸せを実感できるまちに　～地域経営の推進～

件

財
源
内
訳

24平成



年度　事業シート

第5次廿日市市総合計画　（後期基本計画）

3
1
2

年度

１　事業の目的、意図

２　事業の実施主体・関係団体・役割

３　平成 年度 決算 （事業の内容・コスト情報・目標到達見込）
・事業内容

地域の河川清掃等のアダプト活動に対して、手数料や補助金の交付及び資材等用具支給の支援を行った。

・事業費関連
【歳入】

河川清掃業務委託金 円

【歳出】
アダプト関連

消耗品 円
手数料 円
委託料 円
補助金 円

年度決算 年度決算①

167,106

49,833

財
源
内
訳

24平成

件

件

25平成

市民主体の協働により、みんなで幸せを実感できるまちに　～地域経営の推進～

件

1

1 2

目
　
標

到
達
度

アダプト契約締結
1 2清掃活動
1成

果

アダプト推進（勧誘説明）

2 2

1

活  動  及  び  成  果  指  標 単位

活
動

備考

19

②

  人  件  費  (按 分） B

2,189,692

848,600

117,680

167,106

人

    県　 支　 出　 金
    借   入   金   ( 市 債 )

0.10
    市  （ 市税 な ど ）

121,376

人口（4月1日現在）

2,209,386

877,200

市民1人当たり 19
①

118,000

  総  事  業  費 (A+B)

単
位
コ
ス

ト
換
算

人

  直  接  事  業  費  A

実施主体 関係団体（パートナー） 事業実施に係る市役所（職員）の役割

1,210,810
    そ   の   他（使用料など）

【目指す姿・意図】（いつまでに、どういう状態に）

 市民

平成 25

 地域住民による積極的な河川施設維持活動に対して支援を行う。

①のうちH24から繰越 H25からH26へ繰越

16,359

500,000
774,900

河川維持管理事業(アダプト事業）

項　　目

市
県 ・ 町内会

アダプト認定団体
・アダプト認定事務及び補助金関連事務

コ
ス
ト
情
報

（
円

）

    国   庫   支   出   金

25

目
的

【対象】誰の（何の）ために

担当課名 建設部　維持管理課

予
算
科
目

会計

01
河川費
河川維持改良費

01 一般会計
07経 営 理 念 魅力ある資源を上手につなぎ、市民満足度を高めるはつかいち 款 土木費

重 点 的 取 組
経 営 目 標

協働でまちづくりを進める 目
項 03

23事業開始年度 平成

1

事業名
根拠法令

条例
個別計画 等

廿日市市公共施設アダプト制
度実施要綱及び補助金交付要
綱

河川維持管理事業

実
施
し
た
事
業
の
内
容

（
活
動
実
績

）

1,332,186

1,173,986
0.10 人

人

H２４
実績値

Ｈ２５
目標値

H２５
実績値

H２７
目標値

1,341,092



年度　事業シート

第5次廿日市市総合計画　（後期基本計画）

3
1
2

年度

１　事業の目的、意図

２　事業の実施主体・関係団体・役割

３　平成 年度 決算 （事業の内容・コスト情報・目標到達見込）
・事業内容

・事業費関連
【歳出】

アダプト補助金（4件）

年度決算 年度決算①

　樹木の保存・再生アダプト活動や緑道、緑地、近隣公園、地区公園、運動公園、風致公園に対してのアダプト
活動に補助金を交付した。

577,017

①のうちH24から繰越

H２４
実績値

Ｈ２５
目標値

H２５
実績値

H２７
目標値

実
施
し
た
事
業
の
内
容

（
活
動
実
績

）

500,000 577,017

12

備考

H25からH26へ繰越

事業名

項 04

01 一般会計
07

23

根拠法令
条例

個別計画 等

廿日市市公共施設アダプト制度実施要綱及び
補助金交付要綱
廿日市市樹木保全・再生アダプト制度実施要
綱及び補助金交付要綱

経 営 理 念 魅力ある資源を上手につなぎ、市民満足度を高めるはつかいち 款 土木費

重 点 的 取 組
経 営 目 標

協働でまちづくりを進める 目

担当課名 建設部　維持管理課

予
算
科
目

会計

07
都市計画費
公園管理費

公園維持管理事業
事業開始年度 平成

公園維持管理事業（アダプト事業）

項　　目

市 アダプト認定団体 ・アダプト認定事務及び補助金関連事務

コ
ス
ト
情
報

（
円

）

    国   庫   支   出   金

25

目
的

【対象】誰の（何の）ために 【目指す姿・意図】（いつまでに、どういう状態に）

 市民

平成 25

 地域住民による積極的な公園施設維持活動に対して支援を行う。

  直  接  事  業  費  A

実施主体 関係団体（パートナー） 事業実施に係る市役所（職員）の役割

500,000
    そ   の   他（使用料など）
    市  （ 市税 な ど ）

人口（4月1日現在）

  人  件  費  (按 分） B
877,200

市民1人当たり 12
①

118,000

  総  事  業  費 (A+B)

単
位
コ
ス

ト
換
算

    県　 支　 出　 金
    借   入   金   ( 市 債 )

0.10 人

人

577,017
0.10 人

117,680人

1,425,617

848,600

1,377,200

②

11アダプト推進（勧誘説明）

5 6

1

活  動  及  び  成  果  指  標 単位

活
動

成
果 （ ）は交付4 5(4)5清掃活動

目
　
標

到
達
度

アダプト契約締結

件

件

4

4 5
6

25平成

市民主体の協働により、みんなで幸せを実感できるまちに　～地域経営の推進～

件

円

財
源
内
訳

24平成



年度　事業シート

第5次廿日市市総合計画　（後期基本計画）

3
1
3

年度

１　事業の目的、意図

２　事業の実施主体・関係団体・役割

３　平成 年度 決算 （事業の内容・コスト情報・目標到達見込）

☆利用者人数
☆主催事業件数

◆事業計画達成状況（Ｈ26.3.31時点）

【歳出】 指定管理委託料 円

年度決算 年度決算①

センターを活用した新
たな地域事業の創出

センター職員の事務負担との関係があり、実施できていない。

受付時間の延長 平日の受付時間を19時までとして2時間延長を図った。

15,500,000

地域人材バンクの設置
人材バンクの設置はできているが、当該制度を使いきれていない状況であ
る。

センター事業と地域事
業の共同化

情報の共有化と事務補助まではできているが、事業自体を共同で行うまでに
は至っていない。

町内会等の事務補助

項　　　　　目 達　　成　　状　　況
各種名簿(地域所管)の
一元管理

アイラブ自治会内各局の名簿の一元管理はできているが、PTAや老人会など地
区内の各種団体の名簿管理まではできていない。

地域主催事業関係資料
の一元管理

徐々に進めているが、データや資料をセンターで集中管理させる利点が不明
確であるため、センターで管理すべきものを明確にする必要がでている。

H24年度 H25年度
37,452 38,976

13 16

H25からH26へ繰越

町内会総会の案内文作成など少しずつではあるが取り組んでいる。

項　　目 平成

05

事業開始年度

事業名

重 点 的 取 組
経 営 目 標

01 一般会計
09

23
公民館管理運営事業

経 営 理 念 魅力ある資源を上手につなぎ、市民満足度を高めるはつかいち

　地域住民に身近な活動施設である市民センターの管理運営を住民自治組織自らが行
うことで、実情に合った独自の地域づくりの推進や拠点施設としての機能を発揮さ
せ、地域自治の確立を目指す。

平成

款 教育費

廿日市市公民館条例、廿日市
市公民館管理運営規則

項
地域における自治を築く 目

実情に合った独自の地域づくりのための支援（市民セン
ターの指定管理者制度の導入）

根拠法令
条例

個別計画 等

25

目
的

コ
ス
ト
情
報

（
円

）

関係団体（パートナー） 事業実施に係る市役所（職員）の役割

【対象】誰の（何の）ために 【目指す姿・意図】（いつまでに、どういう状態に）

市民センター利用者及び市
民センター区域内の住民・
団体

実施主体

市

担当課名 自治振興部　地域政策課

予
算
科
目

会計

03
社会教育費
公民館費

    市  （ 市税 な ど ）

佐方アイラブ自治会
　定期的な協議の場や情報共有を進め、協働して佐方市民センターの
地域運営が円滑に行われるよう支援する。

実
施
し
た
事
業
の
内
容

（
活
動
実
績

）

15,500,00015,500,000
    国   庫   支   出   金

15,500,000

  直  接  事  業  費  A

    県　 支　 出　 金
    借   入   金   ( 市 債 )

  人  件  費  (按 分） B

財
源
内
訳

②

  総  事  業  費 (A+B)

単
位
コ
ス

ト
換
算

①
人口（4月1日現在）

    そ   の   他（使用料など）

25

1.00 人

117,680

8,486,000

人

15,500,000

204

人

23,986,000

118,000

8,772,000

人

24,272,000

1.00

備考

33,400

16活
動

38,976佐方市民センターの利用者数の増加 人
（※生涯学習事業のまとめ）

目
　
標

到
達
度

13 16

37,452

H２４
実績値

Ｈ２５
目標値

H２５
実績値

市民向け講座の年間開催件数(佐方市民ｾﾝﾀｰ)

（※生涯学習事業のまとめ）
H27目標値は、指
定管理期間がH24
～26年度のため、
H26を目標値とす
る。

①のうちH24から繰越

25平成

市民主体の協働により、みんなで幸せを実感できるまちに　～地域経営の推進～

市民1人当たり 206

24平成

回

35,400

活  動  及  び  成  果  指  標 単位

成
果

15

H２７
目標値



年度　事業シート

第5次廿日市市総合計画　（後期基本計画）

3
1
3

年度

１　事業の目的、意図

２　事業の実施主体・関係団体・役割

３　平成 年度 決算 （事業の内容・コスト情報・目標到達見込）
○事業の内容

ア　趣旨
人と人、地域と地域のつながりを深め、持続可能な活力ある地域コミュニティの形成を図る。

イ　交付対象事業
・町内会等活性化支援事業、地域の絆再生・強化支援事業

○事業費関連
【歳入】

過疎地域自立促進特別事業債 円
協働のまちづくり事業助成金[(財)広島県市町村振興協会] 円

【歳出】
助成金（地域提案型協働事業、地域力向上事業） 円
事務費（消耗品費、郵便料）　　　 円

年度決算 年度決算①平成
24,433,473

人0.33

900,000

25

27,233,853

2,800,380

21,533,473

H２５
実績値

一般会計
02

根拠法令
条例

個別計画 等

廿日市市地域提案型協働事業
助成金交付要綱、廿日市市地
域力向上事業助成金交付要綱

20･24

2,000,000

①のうちH24から繰越

人や地域のつながりを深める取組みを推進するとともに、各地区の実状に合ったまち
づくりが推進できるよう、地域力の向上を図り、持続可能で活力ある地域住民自治組
織の形成を支援する。

地域活動が持続的に発展するための支援
(地域提案型協働事業助成金･地域力向上事業助成金)

関係団体（パートナー）

H25からH26へ繰越

経 営 理 念 魅力ある資源を上手につなぎ、市民満足度を高めるはつかいち 款 総務費

重 点 的 取 組
経 営 目 標

目

担当課名 自治振興部　地域政策課

予
算
科
目

会計

11
総務管理費
コミュニティ振興費

項 01

01

    借   入   金   ( 市 債 )

事業実施に係る市役所（職員）の役割

市
市内28地区の地域住民自
治組織、町内会･自治会等

地域における自治を築く

事業名
協働のまちづくり事業

事業開始年度 平成

25

目
的

【対象】誰の（何の）ために 【目指す姿・意図】（いつまでに、どういう状態に）

市内28地区の地域住民自治
組織、町内会･自治会等

  直  接  事  業  費  A

実施主体

①円卓会議等の活動の運営支援及び参画
②各地区や団体等からの申請に基づく助成金の交付

実
施
し
た
事
業
の
内
容

（
活
動
実
績

）

21,708,333

コ
ス
ト
情
報

（
円

）

項　　目

    市  （ 市税 な ど ）

  人  件  費  (按 分） B

財
源
内
訳

②

    国   庫   支   出   金

①
人口（4月1日現在）

18,808,333
    そ   の   他（使用料など）

  総  事  業  費 (A+B)

2,000,000

0.33

24,603,093

人

    県　 支　 出　 金
900,000

118,000 人 117,680
231

人

５総後期基本計画～

単
位
コ
ス

ト
換
算

単位

－

H２４
実績値

－

H２７
目標値

備考
Ｈ２５

目標値

3.12以上

28

H23：3.12－ -

目
　
標

到
達
度

地域ｺﾐｭﾆﾃｨ活動の支援に対する市民満足度(総合計画策定時の市民ｱﾝｹｰﾄ調査)

活
動

持続可能な地域住民自治組織の機能が導入された地区数【総合計画指標】

成
果

地区

25平成

市民主体の協働により、みんなで幸せを実感できるまちに　～地域経営の推進～

2,894,760

209

24平成

ﾎﾟｲﾝﾄ

市民1人当たり

活  動  及  び  成  果  指  標

(1)地域提案型協働事業助成金
ア　趣旨
　　市民の主体的な地域づくりを応援するとともに、地域協働によるまちづくりを推進するため、地域円卓
　会議等において提案された事業に対し助成金を交付するもの。
イ　交付対象団体
　　各地区地域住民自治組織・区（２８団体）
ウ　交付対象事業
　　地域の課題解決や活性化、地域特性を生かした事業
(2)地域力向上事業助成金

900,000

24,274,567
158,906

2,000,000



年度　事業シート

第5次廿日市市総合計画　（後期基本計画）

3
1
3

年度

１　事業の目的、意図

２　事業の実施主体・関係団体・役割

３　平成 年度 決算 （事業の内容・コスト情報・目標到達見込）
○事業の内容

河本１区集会所の建設
構造 ：木造スレート葺平屋建
床面積 ：113.45㎡
部屋 ：集会室、和室、湯沸室、多目的トイレ、倉庫

○事業費関連
【歳入】

地域の元気臨時交付金 円
森林整備加速化・林業再生事業補助金 円

【歳出】
《委託料》

・普通設計監理委託料 円
《工事請負費》

・建設工事費 円
《備品購入費》

・備品購入費 円
《負担金、補助及び交付金》

・水道施設整備納付金 円
・備品整備事業補助金 円
・下水道受益者負担金 円

《合計》 円

年度決算 年度決算①

平成25年度完成

実
施
し
た
事
業
の
内
容

（
活
動
実
績

）

7,253,400 27,486,250

94,200

5,900,000

平成25年度完成

H２７
目標値

100

地域の意向を反映した建築設計

備考

H25からH26へ繰越

680,000

事業名
集会所整備事業

コ
ス
ト
情
報

（
円

）

項　　目

24

根拠法令
条例

個別計画 等

関係団体（パートナー）

地域における自治を築く

地域の行事、サロンや町内会の会合などに活用し、身近な近所住民のつながりを深め
ることで、近隣互助活動が活性化する。
平成25年度に、河本集会所を建設した。

河本集会所の建設
－

事業開始年度 平成

経 営 理 念 魅力ある資源を上手につなぎ、市民満足度を高めるはつかいち 款 総務費

重 点 的 取 組
経 営 目 標

02

項 01

目

担当課名 自治振興部　地域政策課

予
算
科
目

会計

11
総務管理費
コミュニティ振興費

01 一般会計

25

目
的

【対象】誰の（何の）ために 【目指す姿・意図】（いつまでに、どういう状態に）

集会所利用者
集会所管理運営団体(町内
会)

  直  接  事  業  費  A

実施主体 事業実施に係る市役所（職員）の役割

市
集会所利用者

集会所管理運営団体

    市  （ 市税 な ど ）

24平成

    国   庫   支   出   金
    県　 支　 出　 金

①のうちH24から繰越

11,288,520

4,035,120

人

財
源
内
訳

  総  事  業  費 (A+B)

単
位
コ
ス

ト
換
算

96

    そ   の   他（使用料など）

  人  件  費  (按 分） B

5,300,000

1,953,400
0.46 人

    借   入   金   ( 市 債 )

平成 25

26,107,000

人

1,379,250
1.50
12,729,000

117,680

人

40,215,250

②

342市民1人当たり

成
果

活
動

％

100(H25)

平成

市民主体の協働により、みんなで幸せを実感できるまちに　～地域経営の推進～

％ －

Ｈ２５
目標値

活  動  及  び  成  果  指  標

25

100(H25)100

H２４
実績値

H２５
実績値

①
人口（4月1日現在）

100

20,207,000

118,000

単位

整備内容の決定
目
　
標

到
達
度

集会所整備進捗率

78,750

69,300

241,500

26,322,500

27,486,250



年度　事業シート

第5次廿日市市総合計画　（後期基本計画）

3
2
1

年度

１　事業の目的、意図

２　事業の実施主体・関係団体・役割

３　平成 年度 決算 （事業の内容・コスト情報・目標到達見込）
市税等の収納管理事務及び滞納整理事務、滞納整理支援システムの活用、臨時職員の活用

【歳入】
・ 雑入 広告料（窓あき封筒掲載広告料金） (円）

滞納処分費（インターネット公売等滞納処分費）
雇用保険料

計
【歳出】
・ 報酬 徴収指導員　 117,000円／月×12月÷2（国保会計と折半） (円）
・ 旅費(費用弁償) 〃 交通費 9,300円／月÷21日×50日（国保会計に49日分あり）
・ 共済費 臨時職員雇用保険料 　　
・ 賃金 臨時職員賃金 （収納消込・窓口受付・滞納整理、税制管理事務補助）　　　　

臨時職員交通費 （収納消込・窓口受付・滞納整理、税制管理事務補助）　　　　
・ 需用費 消耗品費

印刷製本費
・ 役務費 郵便料

後納郵便料
その他手数料 口座振替手数料等

・ 委託料 滞納整理支援システム運用保守業務委託料
・ 使用料 滞納整理支援システム一式リース料

共用業務サーバーリース料
計

年度決算 年度決算①

19,289,150

H２５
実績値

500883565
365

H２４
実績値

1,065

17,326,762 19,289,150

144,992

3,780,000
209,796

①のうちH24から繰越

高額事案等の整理強化と職員のスキルアップを図るため、高度の徴税技術を持つ国税ＯＢを徴収指導員として１名任
用した。（勤務は、週２日　月８日）

H25からH26へ繰越

事業名
市税収納事業

市税収納事業（経常）

01
魅力ある資源を上手につなぎ、市民満足度を高めるはつかいち

重 点 的 取 組
経 営 目 標

財政を健全化する

一般
02

項 02

31

根拠法令
条例

個別計画 等

地方税法、国税徴収法、廿日
市市税条例　他

事業開始年度 昭和

款 総務費

目

コ
ス
ト
情
報

（
円

）

担当課名 総務部　税制収納課

予
算
科
目

会計

02
徴税費
賦課徴収費

・安定的な市税等の歳入確保と収納率の向上
・公平・公正かつ適正な事務処理を図ることで納税者との信頼関係を構築
・納期内納付の促進

経 営 理 念

項　　目

市
廿日市税務署
県税事務所

指定金融機関等

適正な事務処理を行うとともに、口座振替の推進などの納税環境の整
備に努め、適正な債権管理と迅速かつ適格な滞納整理を行い、市税等
債権の安定的収入及び負担の公平性を確保する。

1,965,600

25

5,327,420
1,667,832

目
的

【対象】誰の（何の）ために 【目指す姿・意図】（いつまでに、どういう状態に）

納税者

679,203
139,500

実
施
し
た
事
業
の
内
容

（
活
動
実
績

）

131,002
1,500
12,490

  直  接  事  業  費  A

実施主体 関係団体（パートナー） 事業実施に係る市役所（職員）の役割

17,207,301
    そ   の   他（使用料など） 119,461
    市  （ 市税 な ど ）

    国   庫   支   出   金

109,650,000

市民1人当たり 1,076
①

118,000

②

単
位
コ
ス

ト
換
算

    県　 支　 出　 金
    借   入   金   ( 市 債 )

12.50 人

人口（4月1日現在）

126,976,762

  人  件  費  (按 分） B

  総  事  業  費 (A+B)

平成 25

12.50 人
106,075,000

人

19,144,158

117,680人

125,364,150

備考

500

Ｈ２５
目標値

2,500
滞納処分（差押）の実施

95.5 96.7

活  動  及  び  成  果  指  標

成
果 現年度分収納率

1,175
96.3

99.199.0 99.198.8％
95.5

目
　
標

到
達
度

現年度分電話催告の実施 件
市税収納率

単位

活
動

件
2,500

25平成

ムダ・ムリ・ムラをなくし、みんなが元気な市役所に　～行政経営の推進～

％

財
源
内
訳

24平成

H２７
目標値

146,081

144,992

702,000
22,100
62,998

4,409,625
176,995



年度　事業シート

第5次廿日市市総合計画　（後期基本計画）

3
2
2

年度

１　事業の目的、意図

２　事業の実施主体・関係団体・役割

３　平成 年度 決算 （事業の内容・コスト情報・目標到達見込）

・事業費関連　　　
【歳出】

・委託料　 円
 H25.4月～9月　　　 円
 H25.10月～Ｈ26.3月　　　 円

【債務負担行為額】 50,325千円(Ｈ26～Ｈ28年度)

年度決算 年度決算①

◎現行の給与関係業務に加え、全庁的な共通庶務
事務等を段階的に委託することとし、平成25年度
中途から複数年（３年間程度）の長期契約を行う
ことにより、事務事業（委託業務）の安定的な運
営を確保するとともに、コスト削減を図った。

2,500 3,800

H２５
実績値

H２７
目標値

24平成

H２４
実績値

職員が従事する事務の削減時間 3,800 7,900

8

時間

6 108

Ｈ２５
目標値

25平成

ムダ・ムリ・ムラをなくし、みんなが元気な市役所に　～行政経営の推進～

備考

目
　
標

到
達
度

業務数

　（直営実施時との比較）

活  動  及  び  成  果  指  標 単位

成
果

活
動

アウトソーシングできた定形業務

①
人口（4月1日現在） 118,000 人

14,109,900

22,595,900

192
117,680 人

8,486,000
人 1.00 人

平成 25 ①のうちH24から繰越

  人  件  費  (按 分） B

財
源
内
訳

②

  総  事  業  費 (A+B)

単
位
コ
ス

ト
換
算

市民1人当たり

    そ   の   他（使用料など）

    県　 支　 出　 金
    借   入   金   ( 市 債 )

    市  （ 市税 な ど ）

関係団体（パートナー） 事業実施に係る市役所（職員）の役割

市（人事課） 委託業者、各担当課 委託事務の進行管理、各制度（事務）所管課等との調整

    国   庫   支   出   金
コ
ス
ト
情
報

（
円

）

項　　目

25

目
的

【対象】誰の（何の）ために 【目指す姿・意図】（いつまでに、どういう状態に）

人的資源の有効活用
（人的資源配分の最適化）

  直  接  事  業  費  A

実施主体

14,109,900

効率的、効果的な行政組織をつくる 目

事業名
人事給与管理事業

事業開始年度 平成

給与関係業務委託（給与・総務事務等業務委託）

担当課名 総務部　人事課

予
算
科
目

会計

01
総務管理費
一般管理費

　市民サービスに直結しない、全庁的な共通庶務事務等を段階的に委託化（集約化）
を行うことにより、事務全般の効率化とコスト削減を図る。

－

経 営 理 念 魅力ある資源を上手につなぎ、市民満足度を高めるはつかいち 款 総務費

重 点 的 取 組
経 営 目 標 項 01

実
施
し
た
事
業
の
内
容

（
活
動
実
績

）

H25からH26へ繰越

01 一般会計
02

23

根拠法令
条例

個別計画 等

14,109,900
6,743,520
7,366,380

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 ① 給与支給事務（保険・財形、税関係等含む） 

 ② 各種手当認定等事務  

 ③ 共済組合関係事務 

 ④ 健康診断・人間ドック関係業務 

 ⑤ 臨時職員等管理事務（一部） 

 ⑥ 旅費支給事務（一部） 

給与関係業務委託（Ｈ24.4～Ｈ25.3） 

平成24年度 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

平成25年度 

 ① 給与支給事務（保険・財形、税関係等含む） 

 ② 各種手当認定等事務  

 ③ 共済組合関係事務 

 ④ 健康診断・人間ドック関係業務 

 ⑤ 臨時職員等管理事務（拡充） 

 ⑥ 旅費支給事務（一部） 

 ⑦ 郵便物発送事務 

給与関係業務委

託 



年度　事業シート

第5次廿日市市総合計画　（後期基本計画）

3
2
2

年度

１　事業の目的、意図

２　事業の実施主体・関係団体・役割

３　平成 年度 決算 （事業の内容・コスト情報・目標到達見込）

・事業費関連
【歳出】

・委託料　 円
・使用料及び賃借料 円

年度決算 年度決算①

◎臨時職員管理システムを導入し、臨時職員の任用履歴、賃金支給、社会保険等関係情報の一元管理を行う
ことにより、全庁的に共通する臨時職員の賃金等支給事務や一部の所属が実施する社会保険関係事務の一部
を段階的に集約（委託化）した。

■実施スケジュール

1,350

H２５
実績値

H２７
目標値

24平成

職員が従事する事務の削減時間 1,350 5,400

100%

時間

100%100%

H２４
実績値

Ｈ２５
目標値

25平成

ムダ・ムリ・ムラをなくし、みんなが元気な市役所に　～行政経営の推進～

目
　
標

到
達
度

（直営・システム未使用時との比較）

活  動  及  び  成  果  指  標 単位

成
果

活
動

システムで管理する臨時職員の割合

備考

①
人口（4月1日現在） 118,000

11,659,940

99
117,680人

8,486,000

人

3,173,940
人 1.00 人

平成 25 ①のうちH24から繰越

市民1人当たり

    県　 支　 出　 金
    借   入   金   ( 市 債 )

    市  （ 市税 な ど ）

  人  件  費  (按 分） B

財
源
内
訳

②

  総  事  業  費 (A+B)

単
位
コ
ス

ト
換
算

    国   庫   支   出   金

    そ   の   他（使用料など）

実施主体 関係団体（パートナー） 事業実施に係る市役所（職員）の役割

市（人事課）
児童課・教育委員会その
他各担当課、委託業者

事務の進行管理、各担当課との調整等

臨時職員管理システム導入

コ
ス
ト
情
報

（
円

）

項　　目

25

目
的

【対象】誰の（何の）ために 【目指す姿・意図】（いつまでに、どういう状態に）

事務事業の効率化及び適正
化

  直  接  事  業  費  A

　臨時職員関係事務の集約化（集中処理）を実施するため、平成25年度に臨時職員管
理システムを導入する。

3,173,940

効率的、効果的な行政組織をつくる 目

人事給与管理事業
事業開始年度 平成

担当課名 総務部　人事課

予
算
科
目

会計

01
総務管理費
一般管理費

－

経 営 理 念 魅力ある資源を上手につなぎ、市民満足度を高めるはつかいち 款 総務費

重 点 的 取 組
経 営 目 標 項 01

事業名

実
施
し
た
事
業
の
内
容

（
活
動
実
績

）

H25からH26へ繰越

01 一般会計
02

23

根拠法令
条例

個別計画 等

2,782,500
391,440

Ｈ25.8月 ～   臨時職員管理システム導入 

Ｈ25.1月 ～【第１段階】 

        賃金支給事務（一部）の試行 

Ｈ26.1月 ～【第２段階】 

        任用管理、賃金支給等事務集約 



年度　事業シート

第5次廿日市市総合計画　（後期基本計画）

3
2
2

年度

１　事業の目的、意図

２　事業の実施主体・関係団体・役割

３　平成 年度 決算 （事業の内容・コスト情報・目標到達見込）

◎ 統合型ＧＩＳシステム保守

◎ 市民意識調査

◎ 公共施設マネジメント職員研修

【歳出】
公共施設マネジメント職員講師謝礼 円 職員研修旅費 円

円 職員研修消耗品 円
統合型ＧＩＳシステム消耗品 円 市民意識調査集計業務委託料 円
統合型ＧＩＳシステム保守委託料 円 市民意識調査郵便料 円

年度決算 年度決算①

Ｈ２５
目標値

H２７
目標値

財
源
内
訳

24平成

25平成

ムダ・ムリ・ムラをなくし、みんなが元気な市役所に　～行政経営の推進～

施設数
未定

公共施設マネジメント基本方針 －
公共施設の用途変更や再配置

－

件数

－

－ －－施設運営の見直しがされた件数
成
果

策定中

目
　
標

到
達
度

－
公共施設地区別将来予測システム

策定 未定

－

活  動  及  び  成  果  指  標 単位

活
動

－

構築
策定

－－

市民1人当たり 55

②

策定中

人口（4月1日現在） 118,000

6,521,630

8,486,000

人 117,680

12,789,639

4,303,639
1.00 人

人

H25からH26へ繰越平成 25

4,386,000

    国   庫   支   出   金

  総  事  業  費 (A+B)

単
位
コ
ス

ト
換
算

    県　 支　 出　 金
    借   入   金   ( 市 債 )

人

①

　各部局で情報を共有化するため、平成22～24年度にかけて構築した統合型ＧＩＳシステム（「公共施設管理システム」
など）のサーバー保守とシステムのメンテナンスを行った。
  また、公共施設マネジメントに関する職員研修を実施し、公共施設のあり方に対する意識を高めた。
　「廿日市市公共施設マネジメント基本方針」を策定するとともに、市民の公共施設に対するニーズと考え方を把握する
ため、市民意識調査を実施し、公共施設の更新等のあり方（方向性）を示した計画の策定に着手した。

　共有された地図データ上に各種業務情報を掲載し、関係部所管での情報共有を図るための統合型ＧＩＳシ
ステムのサーバー保守及びシステムの保守を業務委託により実施した。

  直  接  事  業  費  A

実施主体 関係団体（パートナー） 事業実施に係る市役所（職員）の役割

2,135,630
    そ   の   他（使用料など）

分権政策部　経営政策課

コ
ス
ト
情
報

（
円

）

担当課名

予
算
科
目

会計

公共施設マネジメント事業

公共施設のマネジメント

項　　目

25

01 一般会計
経 営 理 念 魅力ある資源を上手につなぎ、市民満足度を高めるはつかいち 款

重 点 的 取 組
経 営 目 標

総務費

効率的、効果的な行政組織をつくる 目

公共サービスを必要として
いる市民

市

事業名

事業開始年度

項

根拠法令
条例

個別計画 等

目
的

【対象】誰の（何の）ために 【目指す姿・意図】（いつまでに、どういう状態に）

H２４
実績値

　公共施設の更新等のあり方（方向性）を示した計画の策定にあたり、広報紙を活用して市民へのアンケー
ト調査を行った。

　公共施設の更新問題やあり方に対する職員の意識を高めるため、研修を行った。

公共施設マネジメント職員研修講師旅費

    市  （ 市税 な ど ）

  人  件  費  (按 分） B

02

平成

実
施
し
た
事
業
の
内
容

（
活
動
実
績

）

2,135,630 4,303,639

廿日市市公共施設マネジメン
ト基本方針（H25.6)

21

公共施設管理システムや公共施設白書等で公共施設の管理運営情報を共有化し、公共
サービスや公共施設の基本的な考え方を示した「公共施設マネジメント基本方針」と
各公共施設の更新等のあり方（方向性）を示した計画に基づき、人口構造と財政状況
の変化や新たなニーズに対応した持続可能な公共サービスを提供する。

・各部局
・委託業者
・市民

01
06

総務管理費
企画費

公共施設管理システムが職員にとって使いやすくなるよう各部局及び
委託業者と連携する。公共施設のあり方について、市民アンケート等
により考え、公共施設マネジメントについての意識醸成を図る。

備考

①のうちH24から繰越

H２５
実績値

342,300

109

52,915

13,500
36,620

0.50

29,104
3,570,000

257,700
1,500



年度　事業シート

第5次廿日市市総合計画　（後期基本計画）

3
2
2

年度

１　事業の目的、意図

２　事業の実施主体・関係団体・役割

３　平成 年度 決算 （事業の内容・コスト情報・目標到達見込）
・証明書窓口受付システム(端末)の設置

　証明書自動交付機や窓口受付機を設置し、窓口混雑の緩和及び待ち時間の短縮を図った。
　証明書窓口受付システムの普及と市民カードの普及を図った。
○証明書窓口受付システム利用時間…窓口開庁時間と同じ８：３０から１７：００
○証明書自動交付機利用時間　　　…８：３０から１９：００（土日祝を含む。年末年始を除く。)

・設置効果
証明書取得に係る所要時間(申請者が市民課に滞在する時間)

窓口受付システム・証明書自動交付機利用件数の推移

市民課窓口交付を含む戸籍・証明発行件数

【歳入】
その他（証明手数料等） 円

【歳出】
賃貸料・消耗品費 円

年度決算 年度決算①

人
339,440

0.04

戸籍・証明書発行件数における自動交
付機及び窓口受付システムの稼働率

利用状況 Ｈ25年

86,470件

22.02% 21.65%

事業実施に係る市役所（職員）の役割

34,811

Ｈ２５
目標値

H２５
実績値

人 0.04

経 営 理 念 魅力ある資源を上手につなぎ、市民満足度を高めるはつかいち 款 総務費

重 点 的 取 組

22

03
02

平成

経 営 目 標

担当課名 自治振興部　市民課

予
算
科
目

会計

01
戸籍住民基本台帳費
戸籍住民基本台帳費

01 一般会計

項
効率的、効果的な行政組織をつくる 目

  直  接  事  業  費  A

実施主体

406,224

関係団体（パートナー）

事業名
戸籍住民基本台帳一般事業

事業開始年度

根拠法令
条例

個別計画 等
証明書窓口受付システムの設置

目
的

【対象】誰の（何の）ために 【目指す姿・意図】（いつまでに、どういう状態に）

市民
市民カードの普及、証明書窓口受付システム・証明書自動交付機の利用促進により、
窓口混雑の緩和、利便性の向上を図る。

－

コ
ス
ト
情
報

（
円

）

項　　目

    借   入   金   ( 市 債 )

申請受付件数

434,574

市 －
証明書窓口受付システムの利用案内、市民カード取得(暗証番号登録)
案内を行う。

    国   庫   支   出   金

24

25

実
施
し
た
事
業
の
内
容

（
活
動
実
績

）

H25からH26へ繰越

申請1件当たり

財
源
内
訳

②

  総  事  業  費 (A+B)

単
位
コ
ス

ト
換
算

市民1人当たり

    そ   の   他（使用料など）

    県　 支　 出　 金

  人  件  費  (按 分） B

406,224
    市  （ 市税 な ど ）

平成 25

434,574

117,680
6

774,014

7
人

①
人口（4月1日現在） 118,000

件2,204 件

人

2,138

暗証登録市民カード交付数 枚 33,000
44

H２７
目標値

2,138

備考

2,204 2,700 3,000

33,048 32,000

H２４
実績値

目
　
標

到
達
度

活  動  及  び  成  果  指  標 単位

成
果

44
件

活
動 市民カード暗証登録率 43.1

窓口システムによる交付数

25平成

ムダ・ムリ・ムラをなくし、みんなが元気な市役所に　～行政経営の推進～

757,104

平成 ①のうちH24から繰越

344

％ 44.8

362

Ｈ24年

89,590件

350,880

この幅は混雑状況によるもの

434,574

434,574

証明書窓口受付システム
6分

混雑状況にほとんど左右されない

窓口申請
10分～25分



年度　事業シート

第5次廿日市市総合計画　（後期基本計画）

3
2
2

年度

１　事業の目的、意図

２　事業の実施主体・関係団体・役割

３　平成 年度 決算 （事業の内容・コスト情報・目標到達見込）
廿日市市行政経営改革指針（平成２５年３月）の推進、浸透を図るため、各種取組みを実施している。

(1) 行政経営品質向上活動関係（行政経営システム機能強化）

(2) 行政評価（事業仕分け）の推進関係
　ＰＤＣＡサイクルの確実な実践に向けて、職員（評価者及び担当課）の考える力をさらに高めた。

　 ・ 改革推進プロジェクトチーム（職員１０名）を評価者として行政評価を実施した。
　 ・ １２事業を対象に２班体制で２日間実施。評価結果を踏まえて担当課が見直しを検討し、予算にも反映
　　　した。
 　・ 行政評価は、事業シート（予算、決算、行政評価）による各課のＰＤＣＡ実践と連動して進めた。
 　・ 各班のコーディネーターや研修講師は、経験があり本市の取組みに理解のある他自治体職員に依頼した。
 　・ 事前研修会や他市視察を実施し、内部評価力を高めた。

(3) 業務改善調査

【歳出】
業務改善調査委託料 円 円
行政評価コーディネーター報償費　2人 円 消耗品費・役務費 円
行政評価コーディネーター旅費　  2人 円

年度決算 年度決算①24

財
源
内
訳

平成

組織の経営理念や方針がわかりやすいと思っている職員

―

単位

100
12

Ｈ２５
目標値

H２７
目標値

％

25平成

ムダ・ムリ・ムラをなくし、みんなが元気な市役所に　～行政経営の推進～

目
　
標

到
達
度

行政評価を活用した事業見直しの推進 件
件

15
簡易調査63.5―

活  動  及  び  成  果  指  標

活
動

成
果

15

各組織での改善活動（１係ワントライ運動）

55 60

100
12

未実施

備考

人口（4月1日現在） 118,000

②

117,680

7,667,900

人

9,716,545

0.80 人

―

平成 25

    国   庫   支   出   金

  総  事  業  費 (A+B)

    市  （ 市税 な ど ）

単
位
コ
ス

ト
換
算

    県　 支　 出　 金
    借   入   金   ( 市 債 )

0.80 人

市民1人当たり 82
①

  人  件  費  (按 分） B
7,017,600

人

限られた経営資源を効率的に活用し、市民の視点に立った質の高い行政サービスを提
供できるよう、市役所内部の仕組みやプロセスを見直し、社会環境の変化に対応でき
市民満足度の高い行政運営ができる組織風土をつくる。

プロセスデザイナー､市長､副市
長、部局長、課室長、改革推進プ
ロジェクトチーム、他自治体職員

  直  接  事  業  費  A

実施主体 関係団体（パートナー） 事業実施に係る市役所（職員）の役割

2,698,945
    そ   の   他（使用料など）

事業名

事業開始年度

項　　目

25

目
的

【対象】誰の（何の）ために 【目指す姿・意図】（いつまでに、どういう状態に）

平成 18

廿日市市行政経営改革指針

効率的、効果的な行政組織をつくる 目

行政経営推進事業

コ
ス
ト
情
報

（
円

）

担当課名

予
算
科
目

会計

行政経営品質向上活動及び行政評価（事業仕分け）の実施

市役所の各部局

市

項

根拠法令
条例

個別計画 等

・職員一人ひとりが、常に市民の立場に立って思考し、市役所の仕組
みや行政サービスを見直しに向けて主体的に取り組む。
・地域経営と連携した行政経営を目指す。

経 営 理 念 魅力ある資源を上手につなぎ、市民満足度を高めるはつかいち 款

重 点 的 取 組
経 営 目 標

分権政策部　経営政策課

06
総務管理費
企画費

総務費
01

01 一般会計
02

H25からH26へ繰越①のうちH24から繰越

実
施
し
た
事
業
の
内
容

（
活
動
実
績

）

2,698,945 879,100

H２４
実績値

65

H２５
実績値

169,580

879,100

6,788,800

11,600
自治体マネジメント実践会議等旅費 99,920

　市民サービスの向上及び職員のより専門性の高い業務への集中による事務効率の向上、行政コスト削減の
観点から、市民課等の業務の現状と民間活力の導入の検討に資する基礎資料を作成した。

　組織目標達成に向けた組織マネジメント力が向上するよう、外部サポートを活用し、管理職・監督職を対
象にした研修会を人事課主催で開催した。

500,000
98,000



年度　事業シート

第5次廿日市市総合計画　（後期基本計画）

3
2
3

年度

１　事業の目的、意図

２　事業の実施主体・関係団体・役割

３　平成 年度 決算 （事業の内容・コスト情報・目標到達見込）

通信教育講座
自己啓発

自治総合研修センター
ＯＪＴ 廿日市市独自
実務研修

自治総合研修センター
市町村・国際文化アカデミー
廿日市市独自

市町村アカデミー、国際文化アカデミー
・事業費関連
【歳入】
市町村アカデミー研修受講経費助成金 円
通信教育受講負担金 円

【歳出】 育成するため、主に次の研修を実施した。
人材開発・特定課題対応研修 円 ★
研修委託料 円
自治総合研修センター等県内研修 円
自治大学校・市町村ｱｶﾃﾞﾐｰ等県外出張 円 ★
研修用図書費（消耗品費） 円
通信教育受講料：人事考課（負担金） 円 ★
通信教育受講料：一般職員（負担金） 円

年度決算 年度決算①

自治大学校、自治総合研修ｾﾝﾀｰ、NPO、地域団体

アカデミーなどの研修機関に職員を派遣し、政策形成・コミュ
ニケーションなどの能力開発を進めた。⇒延べ３３２人
契約事務などのスキルアップ研修、メンタルヘルス研修

などを廿日市市独自で実施した。⇒延べ７４０人
協働によるまちづくりの担い手としてふさわしい職員育成

のため、地域コミュニティ活動体験研修を実施した。⇒22人
535,500
12,600

【平成25年度人材育成事業の要点】
市民のニーズや市職員に対する期待に応える人材を

広島県自治総合研修センター、自治大学校、市町村

6,300

1,373,095
388,530
1,415,680

指名研修

自主研修

階層別研修
研修体系 職場研修

職場外研修 一般研修 選択研修

　職員のキャリアアップのため、自学を促進する通信教育講座などの「自主研修」、職場内で行うＯＪＴなどの「職場研
修」及び広島県自治総合研修センターなどに職員を派遣して行う「職場外研修」を実施した。

24平成

25平成

ムダ・ムリ・ムラをなくし、みんなが元気な市役所に　～行政経営の推進～

%

財
源
内
訳

活
動
内
容

80.0

%

%

46.2
目
　
標

到
達
度

66.7
68 77.370.0研修で得た知識・スキルの活用度

研修で得た知識・スキルの習得度成
果

研修参加率

80.0 90.0

50.0

活  動  及  び  成  果  指  標 単位

活
動

60.057.1

人口（4月1日現在） 118,000
市民1人当たり 108

②

12,749,585

117,680人

12,479,331

6,788,800

人

4,301,580
0.80 人

1,388,951

平成 25

    国   庫   支   出   金

  総  事  業  費 (A+B)

    市  （ 市税 な ど ）

  人  件  費  (按 分） B
7,017,600

単
位
コ
ス

ト
換
算

    県　 支　 出　 金
    借   入   金   ( 市 債 )

0.80 人
3,872,250

    そ   の   他（使用料など） 1,859,735

①

25

目
的

【対象】誰の（何の）ために 【目指す姿・意図】（いつまでに、どういう状態に）

職員

  直  接  事  業  費  A

実施主体 関係団体（パートナー） 事業実施に係る市役所（職員）の役割

事業名
人材育成事業

事業開始年度 昭和

職員のキャリアアップ（広島県自治総合研修センター、市
町村アカデミーなどの各種職員研修への参加）

項　　目

市
研修機関（広島県自治総
合研修センター、市町村
アカデミー等）等

　市民のニーズや市職員に対する期待に応える人材を育成するための
方針を示し、ＯＪＴや研修を効果的に実施するための、企画立案を行
う。

コ
ス
ト
情
報

（
円

）

担当課名 総務部　人事課

予
算
科
目

会計

01
総務管理費
一般管理費

経 営 理 念 魅力ある資源を上手につなぎ、市民満足度を高めるはつかいち 款 総務費

重 点 的 取 組
経 営 目 標

職員のやる気を高め、活気のある職場をつくる 目
項 01

01 一般会計
02

25

根拠法令
条例

個別計画 等
地方公務員法第39条

・職員一人一人が、人材育成に関し自らの役割を認識し、日々行動している市役所
・職員一人一人が、学ぶ姿勢と具体的な目標を持って研修に参加し、研修成果を業
務に活用するとともに、他の職員にも効果的に還元している市役所
⇒市民の立場に立って物事を考える職員、専門知識を持ち親切・丁寧に説明する職
員、前例にとらわれず新しいことにチャレンジする職員の多くいる市役所になる。

備考

H25からH26へ繰越

実
施
し
た
事
業
の
内
容

（
活
動
実
績

）

5,731,985 5,690,531

76.8

106

1,382,651

①のうちH24から繰越

H２４
実績値

Ｈ２５
目標値

H２５
実績値

H２７
目標値

1,943,670
21,456


